<Case Notes> Specified Demand Reasons in Exercise of Inspection Right by Shareholder by 澤山 裕文
会計帳簿閲覧謄写請求に係る
請求理由の具体性


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第1に善意で（in good faith）かつ正当な目的のために（for a proper
purpose）され，第2に合理的な特定性をもって調査の目的及び調査を求
める記録の明示がされており，第3に請求目的と直接に関連があることを
要件とする。
また，後述するように，本件は会計帳簿の調査範囲について拒絶事由を
適用して，その範囲を画定している。それに対して，模範事業会社法は，
1984年の改正で会計帳簿等の会社情報の収集権を用いた株主による阻害行
為から会社を保護するために，裁判所に対して株主が当該権利行使によっ
て得られた情報の利用並びに配布の制限する権限を付与した。こうした権
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限は株主による会社情報の不正利用の抑止のみならず，機密性の高い会社
情報の収集に係る収集範囲の明示や権利行使目的との関連性という要件の
実効性を高めるとともに企業秘密の保持にも有益な規定と考えられた37。
5．拒絶事由の該当性等
⑴ 拒絶事由の意義
本事案で，会社は株主の会計帳簿閲覧謄写請求が拒絶事由に該当すると
主張した。原判決はその主張を排斥したが，本判決では会社の主張の一部
を認めている。そもそも，会社は株主の会計帳簿の閲覧謄写請求が会社法
433条2項各号の規定する拒絶事由に該当することを立証した場合は当該
請求を拒絶できる。
この拒絶事由の根底には株主の権利一般の行使に関する基本原則を示し
ているといわれる38。すなわち，株主の権利の行使に関する一般的原理を
特に会計帳簿閲覧謄写請求権について宣明したものが会社法433条2項1
号及び2号であって，3号以下の理由は1号及び2号の一般的基準の具体
的ないし細目的な適用を規定したものにすぎないとされている39。
37 アメリカの模範事業会社法における株主による会社情報の収集権に関するこの点
の詳細については，拙稿「アメリカの1969年改正模範事業会社法と株主の会社情報
の収集権～改正の経緯とその展開を中心に～」専修法研論集58号72頁以下（2016
年），同「アメリカの1984年改正模範事業会社法と株主の会社情報の収集権～改正
の経緯とその特徴の検討を中心に～」専修法研論集60号33頁以下（2017年）を参照
されたい。
38 大隅健一郎『新版 会社法の諸問題』161頁（有信堂，1983年）。ちなみに，株主
による会社情報の収集権の行使が権利濫用にあたるとした判例として，株主名簿の
閲覧謄写を求めた事案であるが，最高裁平成2年4月17日第三小法廷判決（判時
1380号136頁）がある。同事件で，裁判所は「株主は，会社の営業時間内であれば，
いつでも株主名簿の閲覧又は謄写を請求することができるが，株主名簿の閲覧又は
閲覧の請求が，不当な意図・目的によるものであるなど，その権利を濫用するもの
と認められる場合には，会社は株主の請求を拒絶することができる」とした。
39 上柳ほか編・前掲(注8)219頁［和座一清]，鈴木竹雄＝竹内昭夫『会社法（第3
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本事案で適用が問題となったのは会社法433条2項1号及び2号であ
る40。まず，同項1号は株主が株主としての利益とは無関係な純個人的な
利益のために会計帳簿等の閲覧を請求した場合であると考えられている。
本件では，株主が責任追及の対象となる事実を指摘したうえで会計帳簿の
閲覧請求をしていたため，裁判所はこの点に関する会社の主張を排斥した
ものと思われる。
次いで，同項2号は嫌がらせのために不必要に多数の会計帳簿等の閲覧
を求め，又は不必要に多数の株主が同時に閲覧を求めるような場合である
とされている。本号の適用に際しては，株主の主観的意図を必要とせず，
客観的にみて会社業務の運営を妨げる場合又は株主共同の利益を害する場
合が該当するものと考えられている41。本事案でみると，株主は判決を得
るまでに閲覧を請求していた会計帳簿等の一部を会社から送付されており，
その部分についても閲覧を請求することを裁判所は会社業務の運営を妨げ
る場合にあたると考えたのであろう。
⑵ 判例の展開
本判決において，裁判所の拒絶事由の適用については次のような指摘が
されている。すなわち，上記のように請求の理由による閲覧謄写の範囲を
肯定し，その範囲の特定を株主に求めている。ただ，株主は会社の有する
会計資料内容を知り得ないことを前提として包括的ないし概括的な画定に
とどめ，そのうえで具体的な資料の要否を判断できる限りで拒絶事由を理
版）』288頁（有斐閣，1994年）。この点については，正井章筰「株主の帳簿閲覧請
求権の行使をめぐる問題点」判タ917号170頁（1996年）も参照。
40 拒絶事由の趣旨については，江頭＝弥永編・前掲(注8)141-142頁［久保田光昭］
を参照。
41 実方正雄「少数株主権の濫用」末川先生古稀記念論文集刊行委員会編『権利の濫
用 中』152頁（有斐閣，1962年），上柳ほか編・前掲(注8)219頁［和座一清]，大
隅＝今井・前掲(注12)509頁。
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由として閲覧謄写の範囲を限定しているとされている42。もっとも，その
実質としては，株主の請求が拒絶事由に該当するという立証責任は会社が
負っていると解されているところ，会社が閲覧目的に鑑みて不要な会計帳
簿等の範囲を立証して請求を拒否できるとする学説43との相違は実質的に
は大きくないと評価されている44。
とはいえ，これまでの多くの判例では拒絶事由が適用される場合にはそ
もそも閲覧請求自体を拒絶していた。それに対して，本判決は株主の閲覧
対象範囲の画定に拒絶事由を適用している。この点に本判決の特徴があっ
て興味深い点である。
これとの関連で，計算書類に関する事案であるが，東京高裁昭和58年3
月14日判決（判時1075号156頁）がある。この判決では，計算書類等の閲
覧又は謄抄本交付請求訴訟において，会社側から問題の計算書類等の原本
が書証として法廷に提出され，相手方にその写しが交付された時は，会社
は計算書類等の閲覧又は謄抄本交付義務の履行を終えたものであると判示
した。さらに，東京地裁平成27年7月13日判決（金判1480号51頁)45でも，
裁判所は会社が「計算書類等の謄本を交付したことは当事者間に争いがな
い。そうすると…謄本交付請求に対する義務の履行を終えたものと認めら
れるから…謄本の交付を求めるＸの請求は理由がない」とする。
株主が会社から送付を受けた資料により会計帳簿の閲覧謄写と同様の目
的を達成することができるのであれば，株主がさらに会計帳簿の閲覧謄写
42 山下・前掲(注4)156頁。
43 前掲(注16)及びそれに対応する本文を参照。
44 山下・前掲(注4)156頁。
45 同事件の評釈として，前田修志「判批」ジュリ1521号126頁（2018年），弥永真生
「判批」ジュリ1489号2頁（2016年），吉田正之「判批」金判1504号2頁（2016年）
等がある。この控訴審判決である東京高裁平成27年11月11日判決（判例集未搭載）
の評釈として，片木晴彦「判批」平成28年度重判解（ジュリ1505号）114頁（2017
年）がある。
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を求めるのは会社に過度の負担を強いることになりかねず，会社業務を阻
害する可能性も否定できない。したがって，その点については拒絶されて
しかるべきなのかもしれない。
⑶ 会計帳簿の不作成
ちなみに，本判決の争点と直接の関連はないが，裁判所は「平成17年9
月の当座預金元帳については，現存していることを認めるに足りる証拠は
なく，これについて閲覧謄写を求めることはできないと解される」と述べ
ている。判決の時期は現存していないとする会計帳簿の保存期間である10
年を徒過しており，判示している内容も当然であると考えられるが，こう
した裁判所の理解は重要な問題を提起するものといえなくない46。
保存期間を徒過した会計帳簿の閲覧等に関連する判例としては，競業者
である株主の会計帳簿の閲覧謄写請求の具体的意図ないし主観的要件の要
否が問題となった最高裁平成21年1月15日第一小法廷決定（民集63巻1号
1頁）の原審である名古屋高裁平成20年8月8日判決（民集63巻1号31
頁）で次のように述べられている。「保存期間を経過した帳簿等であって
も，現に保管されている場合は閲覧等を拒むことができない」とする。
その一方で，計算書類等に関する事案であるが，前述の東京地裁平成27
年7月13日判決で裁判所は次のように判示している。すなわち，「会社が
計算書類等を作成していない場合において，株主が会社に対して，同項に
基づいて計算書類等を作成することまで請求することはできないと解され
る」として，株主の請求を棄却している。
そもそも，監督是正権を行使するための手段的権利として会計帳簿閲覧
46 なお，会計帳簿等は会社の秘密保持の要請が強く働くゆえに会社に保存義務は課
しているが，備置義務を定める規定がないとともに会社に拒絶事由を認めていると
されている（上田純子「判批」岩原紳作＝神作裕之＝藤田友敬編『会社法判例百選
（第3版）』160頁（有斐閣，2016年））。
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謄写請求権が認められている。それにもかかわらず，本判決がいうように
会計帳簿が存在しないという理由で当該権利行使ができないとなるとこの
権利が画餅となってしまう。ひいては，株主が監督是正権を行使する機会
を逸してしまうことになりかねない。この点に関する整備も必要になるの
かもしれない47。
6．結びに代えて
本判決は，第1に会計帳簿の閲覧謄写請求について請求の理由の具体性
について，最高裁平成16年判決を引用したうえで，事案の事実を丁寧に検
討して閲覧の認否及びその対象について判断をした。第2に別件訴訟の証
拠とするため等の言動があった場合及び会計帳簿閲覧謄写請求の請求理由
との関係ですでに開示を受けている場合の拒絶事由に該当するか否かにつ
き，まず，本件の請求の目的が別件訴訟で用いるための材料探しであると
いうことはできないとする。次いで，すでに開示を受けている会計帳簿の
閲覧謄写は拒絶事由に該当するとしてその閲覧謄写を認めなかった一方で，
請求目的と関連する開示されていない会計帳簿の閲覧謄写を認めた。
会計帳簿閲覧謄写請求権については，平成5年商法改正における議論で
も，その主なモデルと考えられているアメリカでは，権利行使目的に必要
な範囲への限定や他者に見せてはならないといった条件を付すという極め
て柔軟な対応が行われることが通常であるとされている。それに対して，
わが国では株主の当該権利行使を拒絶した場合，その拒絶の当否は裁判所
による訴訟事件としての判断となり，事案に即した運用がほとんど不可能
になると指摘されていた。そのため，平成5年商法改正当時の議論では，
会計帳簿閲覧謄写請求権制度全般の改善は残されていた課題であると考え
られていた48。
47 会社法における会計帳簿の規定に係る問題点については，上村達男『会社法改
革─公開株式会社法の構想』184頁以下（岩波書店，2002年）も参照。
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そうした検討課題に対して，裁判所が会計帳簿閲覧謄写請求権の行使を
巡る紛争について，本判決のような対応は高く評価できる。もとより，会
計帳簿閲覧謄写請求権を含む会社情報の収集権の行使を通じた株主の監督
機能と会社の機密情報の保護の充実という観点からは，裁判所に秘密保持
合意の締結等といった権限を付与する規定の創設を検討する必要があるか
もしれない49。ともあれ，今後は，会計帳簿閲覧謄写請求権の行使につい
て，本判決のような柔軟な姿勢が求められるであろう。
48 神田秀樹「会計帳簿等の閲覧謄写権」ジュリ1027号24-25頁（1993年），河本一郎
ほか「『系列』をめぐる法律問題(上）」商事1258号21-24頁（1991年），落合誠一
「平成5年商法改正」法教156号11-12頁（1993年）参照。
49 秘密保持合意の締結を裁判所の権限として認めるのであれば，それに違反した場
合のサンクションも必要になろう。この点については，たとえば，尾崎安央「株主
名簿閲覧請求と権利濫用」判タ948号27頁（1997年）参照。他方で，会社の機密情
報の保持という点を重視するのであれば，かねてより，検査役による会計帳簿の閲
覧という手段も主張されてきた。石井照久『会社法下巻（商法Ⅲ）』243頁（勁草書
房，1967年），上柳ほか・前掲(注8)204頁［和座一清]，大隅健一郎＝今井宏『会
社法論上巻（第3版）』502頁（有斐閣，1992年），木俣由美「適切な経営監視のた
めの株主の情報収集権─会計帳簿閲覧権を中心に─」産法38巻1号37頁（2004年）。
また，柿崎榮治「会計帳簿閲覧請求権の機能性と権利濫用防止の諸問題(下)」商事
1384号18頁（1995年）も参照。
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